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20年度国債発行計画の概要
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

新規 

財源債 

25.4 兆円 

借換債 

99.8 兆円 

財投債 
（市中分） 
11.0 兆円 

財投債 
（経過措置分）
7.6 兆円 

25.3兆円 92.5 兆円 

日 銀 乗 換 ・
個人向け等
17.8 兆円 

17.6 兆円 

財投債 
（経過措置分）
7.6 兆円 

カレンダーベース市中発行額 

109.6 兆円 

市中発行分 
118.4 兆円 

105.1 兆円 

108.7 兆円 

前倒債減少 
6.2 兆円 

第Ⅱ非価格 
2.6 兆円 

1.1 兆円 

2.5 兆円 

＜発行根拠法別発行額＞ ＜消化方式別内訳＞ 

19 年度 19 年度 

20 年度 20 年度 

8.4 兆円 

経過措置は 

１９年度で終了 

143.8 兆円 143.8 兆円

126.3 兆円

経過措置は 

１９年度で終了 

126.3 兆円
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2年連続の大幅減額となった
国債発行総額

36.6 34.4 30.0 25.4 25.3

84.5
103.8 108.3

99.8
92.5

41.3

31.3 27.2

18.6

8.4

143 .8

165 .4162 .3

126 .3

169 .5

0
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200

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

（兆円）

財投債

借換債

新規財源債

（注1）　当初予算ベース
（注2）　［ ］書は、対前年度比増減額

［+20 .9 ］
［+7 .2］

［▲4 .1］

［▲21 .6 ］

［▲17 .5］
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33.4 29.9 24.8 22.8 20.1

67.2
67.2

67.2 67.2
66.0

12.4
14.4 15.0

15.4

8.8
6.6 4.6

3.610.0

7.2

1 1 7 .8 1 1 8 .3
1 1 3 .0

1 0 9 .6
1 0 5 .1

0

50
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150

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

（兆円）

15年変動利付債等

物価連動債
４０年債
３０年債
２０年債

２年債
５年債
１０年債

ＴＢ

（注1）１８年度までは実績、１９年度は補正後計画、２０年度は当初計画
（注2）［ ］書は、対前年度比増減額

［+3.9］ ［+0.5］
［▲5.3］

［▲3.4］
［▲4.5］

3年連続減額の
カレンダーベース市中発行額
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国債残高の増加額は7兆円程度の見込み
（10兆円を下回るのは、4年度以来、18年度に次いで2回目）

332
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392
421
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547程度 553程度
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(年度）(注1） 普通国債残高の推移
(注2） グラフ内の計数は対前年度比増加額

+36 +36 +25 +29 +36 +42 +28 +5
+15
程度

+7
程度
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平均償還年限の長期化

6年3ヶ月

6年8ヶ月

7年0ヶ月

7年0ヶ月

7年4ヶ月

1 2 3 4 5 6 7 8

２０年度

１９年度

１８年度

１７年度

１６年度

（注）１８年度までは実績、１９年度は補正後計画、２０年度は当初計画

（年）

カレンダーベース市中発行分の平均償還年限
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6ヶ月物の割引債については、現在、１回の発行ごとにＦＢ又はＴＢのいずれか一方のみを発行することとしている。

このような発行方式をとる限り、ＴＢの年間発行額については1回の発行ロットの刻みで設定せざるを得ない。

２．基本的考え方

ＦＢとＴＢの統合発行の実施により、ＴＢの年間発行額をきめ細かく設定することが可能となり、機動的
な発行計画の策定に資する。

統合発行のイメージ

第a回 第b回 第c回 第d回 第e回

FB

TB
FB FB

現行のイメージ

第A回 第B回 第C回 第D回 第Ｅ回

FB FB TB

☆ 現行のＦＢ・ＴＢの財政制度上の位置付け等は変更せず、市場で流通する名称のみ変更。

☆ 統一名称の下で 現行のＦＢ・ＴＢ及びその統合銘柄を発行。

TB

20年度中を目途として統合発行が実施できるよう、システム対応等、実務的な準備を進める。

１．現状

※統一名称で市場に流通※ＦＢ・ＴＢという名称で市場に流通

FB FB

ＦＢ（政府短期証券）とＴＢ（割引短期国債）の
統合発行について

（注）ＦＢ（政府短期証券）の発行ロットは、原則として2ヵ月物3兆円/隔月、13週物（3ヵ月物）4.5兆円/週、6ヵ月物3兆円/月となっている。

（19年12月現在）

TB
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コスト・アット・リスクの推移

19年度当初発行計画

20年度当初発行計画

リスク（利払い費用の不確実性＝相対的CaR）

コ
ス
ト
（

利
払
い
費
用
の
中
央
値
）

(注)相対的CaR：シミュレーションの結果得られた利払い費用の分布の95％値と中央値との差

20年度国債発行計画は、19年度に比べ、
買入消却の実施、発行割合の見直し等により、
コスト・リスクともに減少

利払い費用の中央値と相対的ＣａＲ（１０年累計）
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国債流通市場の発展

国債売買高 レポ取引
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(兆円)

超長期国債

長期国債

中期国債

短期国債他

（注）　　FBを含み、国債貸借レポを除く。
(出典）　日本証券業協会
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（注）　　FBを含み、国債貸借レポを除く。

（出典） 日本証券業協会

(兆円)

（注） FBを含み、国債貸借レポを除く

(出典） 日本証券業協会

（注） FBを含み、国債貸借レポを除く

(出典） 日本証券業協会
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市 場発行当局

国債市場の流動性向上
買入消却と流動性供給入札を車の両輪として活用

定期的な発行

定期的な償還

流動性供給入札

・対象銘柄を抜本的に拡充（総額1.2兆円）

残存期間：11～16年ゾーン→6～29年ゾーン

買入消却

・総額を増額（1.8兆円→約3兆円）

・15年変動利付国債に重点
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15年変動利付国債の実勢価格と
「理論価格」との乖離

（注)各入札日における発行銘柄について、日本相互証券の引値と、QUICK社が算出する当該銘柄の理論価格（引値）を元に作成
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実勢価格－理論価格 （右軸）

実勢価格 （左軸）

理論価格 （左軸）

第28回債
α=0.95%

第29回債
α=0.97%

第30回債
α=0.98%

第32回債
α=1.01%

第33回債
α=1.00%

第36回債
α=0.95%

第37回債
α=0.75%

第42回債
α=0.50%

第35回債
α=0.95%

第38回債
α=0.65%

第39回債
α=0.45%

第40回債
α=0.40%

第41回債
α=0.45%

第43回債
α=0.50%

第44回債
α=0.45%

第45回債
α=0.45%

第46回債
α=0.40%

第34回債
α=1.01%

第47回債
α=0.45%

第31回債
α=1.01%

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

発行額
１兆１，０００億円

発行額
１兆３，０００億円

発行額
１兆

３，０００億

円

発行額
１兆１，０００億円

発行額
１兆円

平成１９年度

発行額
１兆円

発行額
7 ,0 0 0 億円

発行額
１兆５，０００億円
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分離元本振替国債（ストリップス債）
残高の推移
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流動性供給入札の対象銘柄を拡充
①6～15年ゾーン

残存年限 6 9 11 15

②16～29年ゾーン

残存年限 16 ・19 ．．．．． 29

注）残存年限は、平成20年3月時点。JLは20年債、JXは30年債を表す
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財政融資資金
535,046

9.4%

日本銀行
829,496
14.6%

郵便貯金
875,855
15.4%

銀行等
1,418,593

24.9%

簡易生命保険
501,375

8.8%

生損保等
463,604

8.1%

公的年金
454,065

8.0%

年金基金
188,951

3.3%

一般政府
（除く公的年金）

13,413
0.2%

その他
70,168
1.2%家計

146 ,406
2 .6%

海外
202 ,367

3 .6%

（注）「銀行等」には「その他市中金融機関」を含む
出典：日本銀行 資金循環統計

（単位：億円）

平成１５年度末

合計 569兆9,339億円

国債の所有者別内訳の推移

財政融資資金
200,571

3.0%
日本銀行
657,599

9.8%

郵便貯金
1,483,510

22.0%

銀行等
1,202,691

17.9%

簡易生命保険
620,844

9.2%

　 生損保等
613,858

9.1%

公的年金
707,318
10.5%

　 年金基金
281,175

4.2%

海外
443,215

6.6%

家計
353,674

5.3%

一般政府
（除く公的年金）

23,881
0.4%

その他
146,757

2.2%

平成１９年９月末
（速報）

合計 673兆5,093億円
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家計の国債保有額は着実に増加
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家計におけるその他の国債の保有残高（左軸）

個人向け国債残高（左軸）

家計の保有割合（右軸）

（兆円）

（注）H19.10現在の個人向け国債の残高は、これまでの発行累計額約 28.7兆円から、中途換金により国が買い取った個人向け国債を
消却した金額約 2.2兆円を差し引いた金額。

2.4%
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欧州

（2～3月）

ロンドン、

パリ、

フランクフルト 、

ミラノ、

ルクセンブルク

北欧・ロシア（5～6月）

ロンドン、フランクフルト、コペンハーゲン、
ストックホルム、モスクワ、オスロ

中東（4月）

ドーハ、クウェート、リヤド、アブダビ

アジア・大洋州（10月）

メルボルン、シドニー、シンガポール、バンコク

北米

（6月）

ロサンゼルス、

サンフランシスコ、

シカゴ、

ボストン、

ニューヨーク、

トロント、

グリニッジ、

ニューヨーク

○ のべ27都市で海外ＩＲを実施。
○ のべ19都市*で日本国債セミナーを実施。約1,500名が参加。
○ 日本国債セミナーのほか、各地で投資家に対する個別説明会を実施。

＊ 民間主催の投資情報会議に海外ＩＲの一環として参加したのべ5都市を含む。

世界各地にて海外ＩＲを実施

（平成19年中の実績）


